
Ⅱ－4 育児休業の期間1一休業期間－  
（第5条第3項、第4項）  

■■一■■一■■●■■■■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■lll■■■l■ll■■－■■■■■■■■■■■■－■■－■■■■■－■■－■■－■■－■■■■■一一一一一一一一一■一一●－－－■－－■■－■■－■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■lll■■●■■■■■■■■●■■●■  

l 
l  

萱○ 育児休業をすることができるのは、原則として子が出生した目から子が1歳に達する日室  
l  

I ● （誕生日の前日）までの間で労働者が申し出た期間です。  ・  

iO 次のいずれにも該当する場合には、子が1歳に達した日の翌日から子が1歳6か月に達： l  
：する日までの期間について、事業主に申し出ることにより、育児休業をすることができま：  
：す。  

・① 育児休業に係る子が1歳に達する目において、 労働者本人又は配偶者が育児休業をし室  
I 

l  

・   ている場合  ■  
l  

l ．（塾 1歳を超えても休業が特に必要と認められる場合  ■  

：01歳以降の育児休業の申出の場合は、子が1歳に達した目の翌日（1歳の誕生日）が育：  
：児休業開始予定日となり嘉す。  
l．．＿．．＿．．＿‖＿‥＿‥＿‖＿‖＿‖＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．“．＿．．＿‥＿‥＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿‥＿．．＿．．＿．．＿．J  

（1）育児休業に係る子を出産した女性労働者は、労働基準法の規定により産後8週間の休業が認   

められているので、育児休業はその終了後からとなります。したがって、子が出生した日から   

育児休業をすることになるのは主に男性労働者ということになります。  

（2）子が1歳に達した後の期間について休業することが雇用の継続のために特に必要と認められ   

る場合には、子が1歳6か月に達するまでを限度として、事業主に申し出ることにより、育児   

休業ができます。   

子が1歳に達した後の期間について休業することが雇用の継続のために特に必要と認められ   

る場合とは、次のいずれかに該当する場合をいいます（則第4条の2）。   

① 保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っているが、1歳に達する日後の期間に  

ついて、当面その実施が行われない場合。   

② 常態として子の養育を行っている配偶者（育児休業に係る子のもう一人の親である者）で  

あって1歳に達する日後の期間について常態として子の養育を行う予定であったものが死亡、   

負傷・疾病等、離婚等により子を養育することができなくなった場合。   

ただし、1歳6か月までの育児休業ができるのは、子の1歳に達する日まで育児休業をして   

いる労働者が引き続いて休業するか、又は、子の1歳に達する日まで育児休業をしている配偶   

者と交替して休業をするかのいずれかの場合に限られます。子が1歳に達する日において両親   

とも育児休業をしていない場合は、認められません。  
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Ⅱ－5 育児休業の期間2一申出期限－  （第6条第3項、第4項）  

l  

O 子が1歳に達するまでの育児休業については、労働者は、希望どおりの目から休業する 室  
l   

ためには、原則として育児休業を開始しようとする口の1月前士でに申し出ることが必要 妄  

． です（〕また、子が1歳6か月去での育児休業の場合は、育児休業開始予定日（1歳の誕生   

目）の2週間前までに申し出ることが必要です′1二れより遅れた場合、事業主は一定の範   

囲で休業を開始する目を指定することができ圭す 

○ 期間を定めて雇用される労働者の育児休業ゾ）場合で、一の労働契約期間の末日まで休業   

した後、労働契約の更新に伴／〕て更新後の労働契約期間の初日を育児休業開始予定日とす   

る申出をする場合には、1月前去でに申出がなかった場合で車〕、事業主は開始日の指定を   

することはできず、労働者は申出どおりの目から休業を開始できます 

（り 子が］歳に達するまでの育児休業については、労働者は、希望どおりの日から休業するため   

には次の時期までに申し出ることが必要です 

① 原則は、休業を開始しようとする日〝）1月前の日  

申出がこれより遅れた場合、事業主は、労働者が休業を開始しようとする日以後申出の日  

の翌日から起算して1月を経過する目（申出の目の属する月の翌月の応当日、例えば、申出  

の目が4月1日であれば5月1日）までの間で休業を開始する目を指定することができます 

（例）  4／1  4／20  5′′′1  

② 特別の事情がある場合は、休業を開始しようとする目の1週間前の日  

特別の事情とは、出産予定日より早く子が出生したこと及び配偶者の死亡、病気、負傷等   

です（貝り第9条） 

申出がこれより遅れた場合、事業主は、労働者が休業を開始しようとする日以後申出の日   

の翌日から起算して1週間を経過する日（申出の目の属する週の翌週の応当日）までの間で   

休業を開始する目を指定することができます（則第10条） 

－15 －   



（例）  4／1  4／2  4／8  

特  

別  

休業  

の  

事  

情  

の  

発  

生  

申出があった目の翌日から  

起算して1週間を経過する口  
を開始しようとする目  

4／2～4／8  

事業主が指定できる期間  

（3）事業主が育児休業を開始する目を指定する場合は、原則として、申出があった日の翌日から   

起算して3日を経過する日まで（例えば、4月1日に申出があった場合は、4月4日まで）に   

指定する目を記載した書面を労働者に交付して行わなければなりません。   

なお、申出があった目と労働者が休業を開始しようとする目との間が短いことにより上記の   

指定では間に合わないときは、労働者が休業を開始しようとする目までに指定しなければなり   

ません（則第11条）。  

（4）1歳以降1歳6か月までの育児休業については（14ページⅢ－4（2）参照）、労働者が希望通   

りの目から休業するためには子の1歳の誕生日の2週間前までに事業主に申し出ることが必要   

です。  

Ⅱ－6 育児休業の期間3一変更の申出等－  （第7条）  

■■■－＝■■■■■■■■■■■■■■■■＝■■■■■■■■■■■■■■■■－■■－‥一＝一＝一■■－■■－■■－＝－＝－■■－■■－■■－■■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■■－＝－＝一‥－■■■－■■■－＝一＝－■■－■■－■■■－＝■■■■■■■■■■■■l■■■■  

蔓○ 労働者は、一定の場合に1回に限り育児休業を開始する日を繰上げ変更することができ 至  

■  ます。  ■  

i                             、       、      ．．．．‥．．． ‥、   【 ＿‥ト．．‥‥．川，！ 蔓○ 労働者は、一定の時期までに申し出ることにより、事由を問わず、1回に限り育児休業毒  
：を終了する日を繰下げ変更し、育児休業の期間を延長することができます。回数は、子が：  
■ 1歳に達するまでの休業と1歳以降の休業では別にカウントされます。  
l   

l‥＿‖＿‖■－．．＿．．．＿．‖■‖＿‖＿．．＿．．．＿．．＿．＝■＝■＝■■．■■■■■■■■■－■■■■■■＝■＝一■■・－‥一＝一＝－・・・－＝－・＝－＝－・＝－・・－・・－・・・－＝－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝■一t■t■■＝‾■■■‾  

（l）労働者が、育児休業を開始する日の繰上げ変更をすることができるのは、当初育児休業を開   

始しようとした目の前日までに、出産予定日よりも早く子が出生した場合及び配偶者の死亡、   

病気、負傷等特別の事情がある場合です（法第7条第1項、則第9条）。  

（2）労働者の希望どおりの目に繰上げ変更するには、変更後休業を開始しようとする日の1週間   

前までに変更の申出をする必要があります。   

申出がこれより遅れた場合、事業主は、労働者が変更後休業を開始しようとする目以後変更   

の申出の日の翌日から起算して1週間を経過する日（変更の申出の日の属する週の翌週の応当   

日）までの間で休業を開始する目を指定することができます（法第7条第2項、則第13条）。  
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（例） 4′′】  4／】0  4／1（）  5／1  

（3）育児休業を開始する目の繰上げ変更の申出に対して、事業主が休業を開始する目を指定する   

場合には、原則として、変更の申出があった目の翌日から起算して3日を経過する目までに、   

指定する日を記載した書面を労働者に交付して行わなければなりません 

なお、変更の申出があった日と変更後休業を開始しようとする日との間が短いことにより上   

記（7）指定では間に合わないときは、変更後休業を開始しようとする目までに指定しなければな   

りません（則第14条）し  

（4）労働者が、1歳に達するまでの育児休業を終了する目の繰下げ変更をする場合は、当初育児   

休業を終了しようとしていた目〝）1月前までに変更の申出をしなければなりません（法第7条   

第こう項、則第15条） 

これとは別に、1歳6か月までの育児休業を終了する日に／ついては、当初育児休業を終了し   

ようとしていた日の2週間前までに変更の申出をすることにより、終了予定日の繰下げ変更を   

することができます 

（5）育児休業を開始する日の繰上げ変更又は育児休業を終了する目の繰下げ変更の申出には、下   

記の事項を記載した書面が必要です（則第12条、則第16条） 

① 変更の申出の年月日   

② 変更の申出をする労働者の氏名   

③ 変更後休業を開始（終了）しようとする日   

④ 変更の申出の事由（育児休業を開始する日の繰上げ変更の場合のみ）  

ポイント解説  

★ この法律では、育児休業を開始する日の繰Fげ変更や育児休業を終了する日の繰上げ変   

更のような休業期間の短縮等は、労働者の申出だけでは当然にはできません〔二 このような   

場合は、短縮等を希望する労働者と事業主とでよく話し合ってどうするかを決めることに   

なりますLつ むしろ、労働者が希望した場合には休業期間を変更できる旨の取決めやその手   

続等をあらかじめ就業規則等で明記しておくことが望圭しいと考えられますし〕  
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Ⅱ－7 育児休業の期間4一期間の終了一申出の撤回等－  

（第8条、第9条）  

○ 育児休業の期間は、労働者の意思にかかわらザ次の場合に終了します 

（玉 子を養育しないこととなった場合   

② 子が1歳に達した場合（1歳6か月までの育児休業をする場合には、子が1歳6か月  

に達した場合）   

③ 育児休業をしている労働者について産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業が始  

まった場合  

○ 育児休業の開始前に子を養育しないこととなった場合には、育児休業の申出はされなか   

ったことになります 

iO 育児休業の開始の前日までであれば、労働者は育児休業の申出を撤回することができま  

すが、その申出の対象となった子については、特別の事情がない限り再び育児休業の申出  

■  をすることができません〔 
l   

l．●＿■．＿■．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿▲．一＝■■＝一＝－■■■■■■■■■  

（1）「子を養育しないこととなった場合」とは、具体的に次の場合をいい圭す（則第19条、則第20   

条）。   

① 子の死亡   

② 子が養子の場合の離縁や養子縁組の取消   

③ 子が他人の養子とな／）たこと等による同居の解消   

④ 労働者の負傷、疾病等により子が1歳に達するまでの間（1歳6か月までの育児休業をす  

る場合には、子が1歳6か月に達するまでの間）子を養育できない状態となったこと  

（2）子を養育しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなりません   

（法第8条第3項、第9条第3項） 

（3）労働者が育児休業の申出の撤回後再び育児休業の申出をすることができる特別の事情がある   

と認められる場合は、次の場合です（則第18条） 

① 配偶者の死亡   

② 配偶者が負傷、疾病等により子の養育が困難な状態となったこと   

③ 離婚等により配偶者が子と同居しないこととなったこと  

（4）子が1歳に達するまでの育児休業の申出を撤回した場合であっても、子が1歳に達する日に   

おいて育児休業をしている配偶者と交代する場合には、1歳以降の育児休業の申出は可能です。  
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Ⅲ 介護休業制度   

Ⅲ一1 介護休業の対象となる労働者  

（第2条、第11条第1項、第2項、第12条第2項）  

■  

○ この法律の「介護休業」をすることができるのは、要介護状態にある対象家族を介護す   

る男女労働者です。  

○ 日々雇い入れられる者は除かれます。  

○ 期間を定めて雇用される者は、申出時点において、次のいずれにも該当すれば介護休業   

をすることができます。  

（丑 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であること  
l  

（a 介護休業開始予定日から起算して93日を経過する日を超えて引き続き雇用されるこ室  
l   

とが見込まれること（93日を経過する目から1年を経過する日までの間に、労働契約i  

期間が満了し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者を除く）  

○ 労使協定で定められた一定の労働者も介護休業をすることはできません 

l‥－‥－・・－・・－・・－・・－・・＿・・＿‥＿．．＿．．“．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‥＿‥＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿‥＿‥＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．“．＿．．＿‖＿．J  

（1）この法律の「介護休業」とは、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、2週間   
以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態（要介護状態。20ページ参照）にある対象家   

族を介護するためにする休業をいい去す（法第2条第2号、則第1条）。J  

（2）対象家族の範囲は、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ   

る者を含みます〔、）、父母及び子（これらの者に準ずる者として、労働者が同居し、かつ、扶   

養している祖父母、兄弟姉妹及び孫を含みますし、）、配偶者の父母です（法第2条第3号、則   

第2条）。  

祖父母、兄弟姉妹、孫については、同居、扶養の要件が付されていることに留意してくださ   

い 

（3）期間を定めて雇用される労働者の介護休業についての考え方は次のとおりですくつ   

イ 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であり、かつ、介護休業の開始予定日   

から起算して93日を経過する目（以下「9：う日経過日」といいますごつ）を超えて引き続き雇   

用されることが見込去れる者（93日経過目から1年を経過する日までの間に、労働契約期間   

が満7し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者を除く〔、）は、介護休業の対象   

となり圭すし 

考え方は、Ⅱ¶1（2）イ（4ページ）で説明したとおりです（指針）。   

ロ イに該当するか否かにかかわらず、労働契約の形式上期間を定めて雇用されている者であ   

っても、当該契約が期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態となっている場合には、   

介護休業の対象となります。その判断に当たっての留意事項は、H1（2）ロ（7ページ）   

で説明したとおりです（指針）し、  

（4）介護休業をすることができない一定の労働者を労使協定で定める場合については、Ⅲ－3  

（23ページ）で説明します 
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常時介護を必要とする状態に関する判断基準   

「常時介護を必要とする状態」とは、次のいずれかに該当するものとする。  

1 日常生活動作事項（第1表の事項欄の歩行、排泄、食事、入浴及び着脱衣の5項目をいう。）   

のうち、全部介助が1項目以上及び一部介助が2項目以上（注）あり、かつ、その状態が継続す   

ると認められること。   

注：「全部介助が1項目以卜及び一部介助が2項目以上」には「全部介助が2項目及び一部介助  

が1項目」並びに「全部介助が3項目以上」の場合も含まれます。  

2 問題行動（第2表の行動欄の攻撃的行為、自傷行為、火の扱い、排掴、不穏興奮、不潔行為   

及び失禁の7項目をいう。）のうちいずれか1項目以上が重度又は中度に該当し、かつ、その状   

態が継続すると認められること。  

第1表（日常生活動作）  

1 自分で可   2 一部介助   3 全部介助   

イ 歩行   
由禁票奈讐靴諸芸歩汚  
る。   

ロ 排i世   ・自分で昼夜とも便所でで  ・介助があれば簡易便器で  ・常時おむつを使用してい  
できる。   る。  

きるこ       島屋鮎酢軍曹き碧ゴま簡  ・夜間はおむつを使用して いる。   
ハ 食事   ・スプーン等を使用すれば  ・スプーン等を使用し、一   ・臥床のままで食べさせな  

自分で食事ができる。   部介助すれば食事ができ  
る。   

ニ 入浴   ・自分で入浴でき、洗える 

。  

ホ 着脱衣   ・自分で着脱ができる。   

合賢香撤  今  
・手を貸せば、着脱できる。  

第2表（問題行動）  

重  度   甲  度   軽  度   

イ 攻撃的行為  人に暴力をふるう   乱暴なふるまいを行う   攻撃的な言動を叶く   

ロ 自傷行為   白殺を図る   自分の体を傷つける   自分の衣服を裂く、破く   

ハ 火の扱い  火を常にもてあそぶ   火の不始末が時々ある   火の不始末をすることが  
ある   

ニ 排梱   
わる   る   

ホ 不穏興奮   いつも興奮している   

屋外をあてもなく歩きま  家中をあてもなく歩き支わ  左手首き脳内でうろう  

しばしば興奮し騒ぎたてる  ときには興奮し騒ぎたて  
る   

へ 不潔行為   糞尿をもてあそぶ   かまわず放尿、排便  衣服等を汚す   

ト 失禁   常に失禁する   時々失禁する   誘導すれば日分でトイレ  
に行く   
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Ⅲ－2 介護休業の申出  （第11条）  

⊂〕二の法律〃）介護休業は、労働者ゾ）事業主に叶て卜る申出を要件としてい主す  

0 介護休業び〕申出トヒ、一定け川寺期に一定の方法に上／〕て行わなけれげなり去せん＝  

状態ごとに ⊂）申出は、特別び）事情がない限り対象家族1人につき、一〃）要介護1回であり、   

申し出ること〝）できる休業は連続したひとまと去り〃）期間の休業■ごす′、対象家族が次のい   

ずれかに該当する場合は、そぴ）対象家族に／っいて介護休業をすることはできませんr、  

（i〕前回〃）介護休業ノ）開始「j／いら引き続き・腋介護状態にある場合（特別の事情がある場合  

を除く）   

② 当該対象家族に／〕いて、次の【］牧を合算Lた「］数（以卜「介護休業等日数」といい去  

す）が93日に達Lている場合  

イ 介護休業をLた日数  

口 法第23条第2唄（51ヘージ参照）に定三める介護び）ため〃）勤務時間の短縮等の措置  

であって、介護休業等日数に算入される措置であること及び措置の初日が明示された  

そ）のが講じ「JれたLJ牧  

〔〕ただし、期間を定扉）て雇用されろ労働者が介護休業をすろ場合、現在締結されている労  

働契約期間〃）末日吏で休業した後、労働契約〃）更新に伴って更新後ゾ）労働契約期間の初日  

を介護休業開始予定［］とする申出をする場合は、再度〃）申出をすることができ圭す 

■
－
■
 
一
 
■
■
■
－
＿
●
＿
l
一
r
 
 

■  

（り 介護休業は、あ『）かじめ制度が導入され、就貰規則などに記載 されるべきものであることに   

留意してください（指針ト  

（2）介護休業の申出は、それにより一定期間労働者のノ芳務提供義務を消滅させる効果のある意思   

表示です 

（3）介護休業の申Hlは、次の事唄を記載した介護休業申出書を事業主二に提出して行わなければな   

りません（則第二2条第l噌） 

（汗れ～訂、晰びに荘、二丁＼け必ず明㍉か上しノなければな「Jない・ト頃、亘及び撥は特定≠場合に明ら  

かにしなけれげならない■い什で寸）   

期間を定めて雇用されろ者が労働契約び）更新に伴／〕て申出をする場合に必要な事項は①、②、  

1如／）みです 

〔二婁つ申出の年月日  

空労働者の上ヒ名  

‡き〕申出に係る対象家族レ）氏名及び労働者と〃）続柄  

④ 申出に係る対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫である場合は、労働者がそ〝〕対象家族と同   

居し、かつ、扶養していろこと  

㌦申出に係る対象家族が要介護状態にあること  
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⑥ 休業を開始しようとする目及び休業を終了しようとする日  

⑦ 申出に係る対象家族についてのこれまでの介護休業等日数  

⑧ 一度休業した後に同一の対象家族の同一の要介護状態につき再度の申出を行う場合、それ   

が許される事情  

（4）事業主は、労働者に対して申出に係る対象家族が要介護状態にあること等を証明する書類の   

提出を求めることができます（則第22条第2項）。  

（5）介護休業の申出を対象家族1人の一の要介護状態につき1回を超えて行うことができる特別   

の事情は次のとおりです（則第21条）。   

① 新たな介護休業の開始により前の介護休業期間が終了した場合で、新たな介護休業に係る   

対象家族が死亡したとき又は離婚、婚姻の解消、離縁等により対象家族と労働者との親族関  

係が消滅したとき。   

② 産前産後休業又は育児休業の開始により介護休業期間が終了した場合で、産前産後休業又  

は育児休業の対象となった子が死亡したとき又は他人の養子になったこと等の理由により労  

働者と同居しなくなったとき。  

（6）事業主は、勤務時間の短縮等の措置（51ページ参照）を講じた場合、その目数が介護休業等   

日数に算入されることや措置を講じた期間の初日を労働者に明示することが望まれます。労働   

者が介護休業等のできる残りの目数が減ることを認識していなかった場合や、勤務時間の短縮   

等の措置を利用した目数がはっきりせず、同じ対象家族のために今後取得できる介護休業等の   

日数が不明確な場合は、勤務時間の短縮等の措置を講じた目数は介護休業等日数に算入しない   

ことになります（則第21条の2）。  

ポイント解説  

★ 介護休業に関し、この法律で労働者の権利として定められたものより労働者に有利な条   

件を設定することは、労働者の福祉の増進を目的とするこの法律の趣旨からも当然許され   

ます。したがって、休業期間、取得回数、対象となる家族の範囲などの事項に関して、法   

の内容を上回るような制度を定めることは自由であり、事業主に対しても、そのような努   

力が求められています（Ⅷ－6（53ページ）参照）。  

★ 逆に、介護休業の対象となる労働者の範囲をこの法律で示された範囲より狭くすること、   

対象家族の範囲、休業期間、申出の手続についてこの法律の規定より厳しい条件を設ける   

こと等は許されず、このような定めをした就業規則の当該部分は無効と解されます。  
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Ⅲ－3 事業主の義務  （第12条第1項、第2二項）  

○ 事業主は、要件を満たした労働者の介護休業の申出を拒むことはできません。  

○ ただし、次のような労働者について介護休業をすることができないこととする労使協定   

があるときは、事業主は介護休業の申出を拒むことができ、拒まれた労働者は介護休業を   

することができませんしつ  

（丑 その事業主に継続して雇用された期間が1年に満たない労働者  

（a その他介護休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認め  

・   られる労働者  
l  

（l）要件を満たした介護休業の申出により労働者〝〕労務提供義務は消滅し、事業の繁忙や経営上   

の理由等により事業主が労働者の休業を妨げることはできません（法第12条第l項）。  

（2）「労使協定」については、Ⅱ－3（2）（12ページ）で説明したとおりです（法第12条第2項）。  

（3）「介護休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認められる労働   

者」とは、次のいずれかの場合をいいます（則第23条）。   

① 申出の日から93日以内に雇用関係が終了することが明らかな労働者   

② 1週間の所定労働目数が2R以下の労働者  

ポイント解説  

★ 法第12条第2項及びこれに基づく則第23条は、労使協定を締結した場合に介護休業の   

対象から除外できる者の範囲の最大限度を示しています。つ したがって、より狭い範囲の者   

を除外することは可能ですが、逆により広い範囲の者を除外することはできません（例え   

ば、男性はすべて介護休業の対象から除外する旨の労使協定を締結することはできませ   

ん）。  
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Ⅲ－4 介護休業の期間1一休業期間－  
（第11条、第15条第1項、第2項）  

l 董⊂）介護休業を十ることができるのは、対象家族1人につき、一・1一の要介護状態ごとに1回、  
l  

通算して93日を限度として、原則として労働者が申し出た期間です 
l  －■■■■■一■■■■■一■■l■■■1－11■■■■■■－■■－■■■■■■■■l■■－－－■－－－■－■■－■■－■■－■■■－■‥■－■■－■■一■■－■■－■■，－■■■－－－－－－－－■■－■■－●■－■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■－■■■■■■■■■■■■■■  

（1）適正な手続に基づき労働者か『」介護休業の申出がされた場合、介護休業期間は、基本的には、   

申出による介護休業を開始Lようとする［］から休業を終了し上うとする目までですが、事業主   

による休業を開始する目の指定や労働者に上る休業を終了する目の変更び）申出があった場合は、   

その指定や変更（／）申出び）結果介護休業を開始する目又は介言副木業を終了する目となった日にな   

ります（こⅢ5参照） 

（2）ただし、申出に上る介護休業を終了し上うとする臼が、介言酎木業を開始しようとする日から   

起算して93日か『J対象家族についての既に取得Lた介護休業等日数を差し引いた目数を経過   

する目l：以下「通算93日経過日」といい去す、）より後〃目である場合には、通算93日経過   

日が介護休業期間の最終日となります′ 

（う）介護休業等目数は、次に掲げる目数を合算した目数になります、   

庄つ介護休業を⊥ていた口数  

② 勤務時間の短縮等の措置が講じJJれた口数   

なお、 勤務時間の短縮等び）措置については、労働者の権利行使に不利益が生じないよう、介   

護休業等目数に算入される措置であること及び講じられた措置の初日が労働者に明示された≠）   

のについてのみ介護休業等日数に算入することとされています（則第21条の2）′1  

－ 24 一   



Ⅲ－5 介護休業の期間2一申出期限・変更の申出等－  

（第12条第3項、第4二項、第13条）  

l  

童○ 労働者は、希望どおりの日から休業するためには、介護休業を開始しょうとする日の2  
l  

週間前までに申し出ることが必要です 
l l  

．   これより遅れた場合、事業主は一定〝）範囲で休業を開始する目を指定することができまi   

す 

○ 期間を定めて雇用される労働者び）介護休業の場合で、一レり労働契約期間の末日まで休業   

した後、労働契約の更新に伴って更新後の労働契約期間の初日を介護休業開始予定日とす   

る申出をする場合には、2週間前菜でに申出がなか／〕た場合でも、事業主は開始日の指定   

をすることはできず、労働者は申出どおり〃）口か〔〕休業を開始でき去す 

○ 労働者は、一定の時期圭でに申し出ることに上り、事由を問わず、l回に限り休業を終   

了する目を繰下げ変更し、介護休業の期間を延長することができ壬す  

（1）労働者から介護休業〝）申出があった場合において、休業を開始しようとする目が申出の目ゾ）   

翌日から起算して2週間を経過する口（申出の目〃）属する週の翌々週の応当日。以下「2週間   

経過目」といいます∴）より前〃）目であろときは、事業主は、労働者が休業を開始しようとする   

目以後2週間経過目までゾ）間のいずれかの目を休業を開始する目として指定することができ圭   

す（法第12条第3項）  

（例） 7／1  7／6  

（2）事業主が介護休業を開始する目を指定する場合は、原則として、申出があった口〝）翌日から   

起算して3日を経過する臼まで（例えば、7月1日に申出があった場合は、7月4日去で）に   

指定する目を記載した書面を労働者に交付して行わなければなり圭せん 

なお、申出があったロと労働者が休業を開始しようとする日と〝）間が短いことにより上記の   

指定では間に合わないときは、労働者が休業を開始しようとする目までに指定しなければなり   

ません（則第25条）し  
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（3）労働者が、介護休業を終了する日の繰下げ変更をする場合は、当初介護休業を終了しようと   

していた日の2週間前までに変更の申出をしなければなりません（法第13条、則第26条）。  

（例） 3／1  5／15  6／1  

（4）また、介護休業を終了する日の繰下げ変更の申出には、下記の事項を記載した書面の提出が   

必要です（法第13条、則第27条）。   

① 変更の申出の年月日   

② 変更の申出をする労働者の氏名   

③ 変更後休業を終了しようとする目  

ポイント解説  

★ この法律では、介護休業を開始する目の繰上げ・繰下げ変更や介護休業を終了する日の   

繰上げ変更は、労働者の申出だけでは当然にはできません。このような場合は、変更を希   

望する労働者と事業主とでよく話し合ってどうするかを決めることになります。むしろ、   

労働者が希望した場合には休業期間を変更できる旨の取決めやその手続等をあらかじめ就   

業規則等で明記しておくことが望ましいと考えられます。  
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Ⅲ－6 介護休業の期間3一期間の終了・申出の撤回等－  

（第14条第1項～第3項、第15条第3項、第4項）  

l■■■■■－＝■■■■■■■■■■■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－‥－‥－■■－■■－■■－‥－‥－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－‥－■■－■■－■■－‥－■■－■■－＝－＝－■■一■■一■■一■■■＝■■■■■■■■■■＝■  

○ 介護休業の期間は、労働者の意思にかかわらず次の場合に終了します 

（丑 労働者が介護休業の申出に係る対象家族を介護しないこととなった場合  

（a 介護休業をしている労働者について産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業が始  

まった場合  

○ 介護休業の開始前に対象家族を介護しないこととなった場合には、介護休業の申出はさ   

れなかったことになります。   

す。同じ対象家族の同じ要介護状態についての介護休業の再度の申出は、1回は可能ですし1  

■■■■＝■＝■＝－＝－■■■■■■■■－＝●＝－■■－■■－＝－‥■－‥－■■－■■－■■－■■－‥－‥■■－■■－＝－‥－‥－■■■－■■－■＝－＝一＝■－■■－■■－■■－＝－■‥－■■■－■■－■■一‥－■■■－＝－■■一＝■＝－■■■■■■■■■  

（1）「対象家族を介護しないこととなった場合」とは、具体的に次の場合をいいます（法第15条   

第3項、則第2り条の2） 

① 対象家族の死亡   

② 離婚、婚姻の取消、離縁等による対象家族との親族関係の消滅   

③ 労働者が負傷、疾病等により対象家族を介護できない状態になったこと  

（2）対象家族を介護しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなり   

ません（法第15条第4項） 

（3）介護休業の申出が撤回された後、同じ対象家族の同じ要介護状態について介護休業の申出が   

再度なされた場合、事業主は1回目は拒むことができませんが、2回目以降は拒むことができ   

ます（法第】4条第2項） 
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Ⅳ 子の看護休暇制度  （第16条の2、第16条の3）  

＝■■＝■■■■■■■■■■■■■■＝－＝■＝■■■－■■－■■－‥－■■－■■■－＝■－■■－■■－＝－■■－■■－■■■－＝－■■－■■－■■－■■■－■■－■■－■■－■■－■■■－＝－‥－■■－■■■－＝一‥－＝－■■－＝－＝－＝－■■■■■一＝一■＝■■■■■■■  

○ 小学校就学前の子を養育する労働者は、事業主に申し出ることにより、1年度において   

5日を限度として、子の看護休暇を取得することができます。  

O 「1年度において」の年度とは、事業主が特に定めをしない場合には、毎年4月1日か   

ら翌年3月31日となります。  

○ 日々雇い入れられる者は除かれます。また、次のような労働者について子の看護休暇を   

取得することができないこととする労使協定があるときは、事業主は子の看護休暇の申出   

を拒むことができ、拒まれた労働者は子の看護休暇を取得することができません。   

① その事業主に継続して雇用された期間が6か月に満たない労働者   

② その他子の看護休暇を取得することができないとすることについて合理的な理由があ  

ると認められる労働者  

（り 子の看護休暇とは、負傷し、又は疾病にかかった子の世話を行う労働者に対し与えられる休   

暇であり、労働基準法第3t）条の規定による年次有給休暇とは別に与える必要があります〔。子ど   

もが病気やけがの際に休暇を取得しやすくし、子育てをしながら働き続けることができるよう   

にするための権利として子の看護休暇が位置づけられています。  

（2）子の看護休暇は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであるこ   

とに留意してください（指針）。  

（3）「子の看護休暇を取得すろことができないとすることについて合理的な理由があると認められ   

る労働者」とは、1週間の所定労働目数が2日以下の労働者をいいます（則第30条の2）。こ   

の他の労働者、例えば期間を定めて雇用される者や配偶者が専業主婦である労働者等を除外す   

ることはできません。  

（4）子の看護休暇の申出は、次の事項を事業主に申し出ることによって行わなければなりません   

（則第30条第l項）。   

① 労働者の氏名   

② 申出に係る子の氏名及び生年月日   

③ 看護休暇を取得する年月日   

④ 申出に係る子が負傷し、又は疾病にかかっている事実   

子の看護休暇の利用については緊急を要することが多いことから、当日の電話等の口頭の申   

出でも取得を認め、書面の提出等を求める場合は事後となっても差し支えないこととすること   

が必要です。  

一 28 －  
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